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改正の理由

本市の職員の妊娠、出産、育児等と仕事の両立を支援するため、国家公務員における措置等を

勘案し、「会計年度任用職員の子の出産後8週間以内の育児休業の取得要件の緩和」、「会計年度

任用職員の子力"歳以降の育児休業の取得の柔軟化」等の措を講じたい。

また、地方公務員法の改正に伴い、本市においても関係条例を改正し、職員の定年を引き上げ

る制度を入することを踏まえ、国家公務員に準じて、育児休業等の取得対象となる職員の範囲

を見直したい。

長崎市職の児休業等に関する条例の改正の概要

2 育児休制度について

(1)育児休業制度の概要

区分

制度

概要

育児休業

常勤職員:3歳に達するまでの子を養育するために、休業できる制度

会計年度任用職員:1歳に達するまでの子を養育するために、休業できる制度

(※最長2歳まで延長できる場合がある)

・休業期間は無給

・期末手当の算定に係る期間から育児休業期問のν2の期間を除算。

・勤勉手当の算定に係る期間から育児休業期問を除

給与

(2)地方公務員の育児休業等に関する法律の改正事項(令和4年10月1日施行)

ア育児イ木業(子の出生力場8週間を過ぎてからのもの)の取得回数を緩和する。住則テ:原則1回=>

改正後:原貝112回)

イア1こ力aえ、子の出生の日から8避司以内に2回まで取得可能とする。(現行:1回⇔改正後:2回)

【現行】子の出生の日から8週間以内の

出生

【改正後】子の出生の日から8週

出生

子の壮劉享D助、ら
8}固母、,ス加)商木

<イメージ>

児休業1回、 8週間を過ぎてからの

子の辻生刀助、ら

8迂'1ス加)剛相

出生後8週問

以内の育児休 2回、 8週

出生後8週問

子の壮生刀助、ら

8il^.,山大歎)商相

児休業1回計2回

育児休業

を過ぎてからの児休業2回計4回

育児休業1 育児休業②



3 条例改正の内容①

a)会計年度任用職

(育児休業の取得の緩和、柔軟化に係る措)

の子の出生後8週間以内の育児休の取得要件の緩和

改正後改正前

【出生後8週間以内の取得件】

(1)子の生日から起して57日占(8週

日と6月を'る日までに、そ期が

満ること及び同一0 に採用されオよ

いことが明らかでないこと

【取得要件1

(1)子力"歳6か月に達する日までに、任

期(更新の場合は、更新後の任期)が満

了すること及び同一任命権者に採用さ

れないことが明らかでないこと

2)所定の勤務日以上であること

週の勤務日が3日以上又は年の勤務日が

121日以上

②会計年度任用職員の子が1歳以降の育児休業の取得の柔軟化

子が1歳以降の一定の場合に取得することができる会計年度任用職員の育児休業について

夫婦交替での取得を可能とするよう柔軟化する。

【例現行】

職員は子の1歳到達日の翌日を初日とする

子の1歳6か月到達日子の

職又は職員の配偶者が育児休業

【例改正後】

臓員の配偶者が子の,歳到達日の翌日以降、育児休業をする場合にあっては、臓員は子の 1 歳到
達日の翌日以降であっても、配偶者の育児休業期間の末日とされた日の翌日以前の日を初日とし
て、柔軟に夫婦交替して育児休業力句能

子の1歳6か月到達日子の1歳到達日

職又は職の配偶者が育児休業

1

※子の1歳到達日の2週問前までに育児休業を請求

職が育児休業

が育児休業

職の配偶者が育児休業



,

③その他

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う所要の措置につ

いて、国家公務員における取扱いに準じて整備する。

ア育児休業の取得回数制限が緩和され、特別の事情にかかわらず、原則2回まで育児休業

を取得することができるようになることから、従来その特別の事情とされていた育児休業

等計画妻により申し出た再度の育児休業の取得制度を削除。

イ会計年度任用職員はその任期を更新された場合、特別な事情にあたる・ものとして引き続

き再度の育児休業をすることができる。この他の任期を定めて採用された職員にも同様の

取扱いを行う。

4 条例改正の内容②(定年の引上げに伴う措置)

第102号議案「長崎市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条伊1」の改正に

伴う整備

川、役職定年制(管理監督職勤務上限年齢)の特例措置の際の育児休業等

原則60歳で管理監督職から降任する「役職定年制」の特例措置の対象となる職員について

は、知識技能等の特殊性から対象となる間、育児休業、育児短時間勤務をすることができな

い旨を規定する。

②その他

定年前再任用短時間勤務職員の導入等に伴う所要の整備を行う。

5 施行日

3 (育児休業の取得の緩和、柔軟化に係る措置)の改正の内容

4 (定年の引上げに伴う措置)の改正の内容

令和4年1

・・令和5年

0月1日

4月1日



0長崎市職員の育児休業等に関する条例

(平成4年3月31日長崎市条例第2号)

(育児休業をすることができない職員)

第2条'育児休業法第2条第1項の条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。

(D (2)[略]

[新設]

長崎市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表

現行

( 3 )

0長崎市職員の育児休業等に関する条例

(平成4年3月31日長崎市条例第2号)

( 4 )

常勤職員

ア次のいずれにも該当する非常勤職員

(ア)その養育する子(育児休業法第2条第1項に

規定する子をいう。以下同じ。)が1歳6箇月に

達する日(以下「1歳6箇月到達日」という。)

までに、その任期(任期が更新される場合にあっ

ては、.更新後のもの)が満了すること及び引き続

いて任命権者を同じくする職(以下「特定職」と

いう。)に採用されないことが明らかでない非常

勤職員

[略]

(育児休業をすることができない職員)

第2条育児休業法第2条第1項の条例で定める職員

は、次に掲げる職員とする。

(1)・・(2)[略]

次のいずれかに該当する非常勤職以外の非

改正案

( 3 )

゛

長崎市職の定年等に関する条例(昭和59

長崎市条例第37号)第9条第1項から第4項

までの規定により異動間(これらの規定により

延長された間を含む。)を延長された管理監督

雌壁当^

'丑2_^畷L

( 5 ) 非常勤職であって、次のいずれかに該当す

るもの以外の非常勤職員

ア次のいずれにも該当する非常勤職員

(ア)その養育する子(育児休業法第2条第1

項に規定する子をいう。以下同じ。)が1歳

6箇月に達する日(以下r1歳6箇月到達日」

という。)(当該子の出生の日から第3条の

(イ)[略]

イ第2条の3第3号に掲げる場合に該当する非常勤

職

号及び伺条において「1歳到達日」という。)(当

(その育する子が1歳に達する日(以下この

2に規定する間内に育児休業をしようと

する場合にあっては当該間の末日から6

月を経過する日、第2条の4の規定に該当す

る場合にあっては当該子が2歳に達する日)

までに、その任期(任期が更新される場合に

あっては、更新後のもの)が満了すること及

び特定職に引き続いて任命権者を同じくす

る職(以下「特定職」おいう。)に採用され

ないことが明らかでない非常勤職員

(イ)[略]

イ のいずれかに該当する非常勤職

4

(ア) その育する子が1歳に達する日(以下

「1歳到達日」という。)(当該子について



.

亥子について当該非常弸職がする育児休業の間

の末日とされた日が当該子の1歳到達日後である場

合にあっては、当該末日とされた日)において育児

現 1テ

休業をしている非常勤職に限る。)

当該非常勤職・が第2条の3第2号に掲け

改正案

る場合に該当してする育児休業の問の末

日とされた日が当該子の1歳到達日後であ

ウ第2条の4に掲げる場合に該当する非常勤職員

る場合にあっては、当該末日とされた日。P

下この

(その養育する子の1歳6箇月到達日において*児休

業をしている非常勤職員に限る。)

て育児休業をしている非常勤職であって

同条第3号に掲げる場合に該当して当該子

その任の末日を育児休業の

の1歳到達日の翌日を育児休業の期占の初

(ア)において同じ。)におい

児休業をしている非常勤職員であって、当該育児休

日とする育児休業をしょうとするもの

業に係る子について、当該任が更新され、又は当

(イ)

該任期の満了後に特定職に引き統き採用されること

その任の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている場合であって、当

に伴い、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採

該任期を更新され、又は当該任期の満了後引

用される日を育児休業の期間の初日とする育児休

き続いて特定職に採用されることに伴い、当

(育児休業法第2条第1項の条例で定める日)

第2条の3 育児休業法第2条第1項の条例で定める

日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める日とする。

(1)~(2)[略]

(3) 1歳から1歳6箇月に達するまでの子を養育

をしようとするもの

該育児休業に係る子について、当該更新前の

ヨの末臼とする育

任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児

[削除]

休業の期問の初日とする育児休業をしよう

とするもの

哨嘱制

するため、,常勤職が当該子の1歳到達日(当

1

(育児休業法第2条第1項の条例で定める勵

第2条の3 育児休業法第2条第1項の条例で定める

日は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号

に定める日とする。

(1)~(2)[略]

(3) 1歳から1歳6箇月に達するまでの子を養育

する非常勤職員が、次に掲げる場合のいずれにも

王



亥子を養育する非常職が前号に掲げる場合

に該当してする育児休業又は当該常勤職,の

現行

配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当

する場合に該当してする地方等育児休の間

の末日とされた日が当該子の1歳到達.日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日(当該

育児休業の期間の末日とされだ日と当該地方等

育児休の間の末日とされた日がなるとき

は、そのいずれかの日))の翌日(当該子の1

歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合

に該当してその任期の末日を育児休業の間の

末日とする育児休業をしている非常勤職員であ

該当する場合(当該子についてこの号に掲げる場

つて

合に該当して育児休業をしている場合であって

了後に特定職にぢ.1き続き採用されるものにあっ

当該任期が更新され、又は当該任の満

改正案

ては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き

3条第7号に掲げる事情に該当するときはイ

及びウに掲げる場合に該当する場合、市長が定め

採用される日)を育児休・の間の初日とする

る特リの事情がある場合にあってはウに掲げる

育児休業をしようとする場合であって、次に掲

場合に該当する場合)

げる場合のいずれにも該当するとき

1歳6箇月到達日

[新設]

牙

.

当該子の1歳6箇月到達

当該子の

ア当該非常勤職が当該子の1歳到達日(当該 E

ア当該子について、当該非常勤職員が当該子の1歳

常勤職が前号に掲げる場合に該当してする育

児休又は当該非常勤職の配昌者が同号に掲

げる場合若しくはこれに相当する場厶に該当し

てする地方等育児休業の間の末日とされた日

が当該子の1歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日(当該育児業の期間の末日

とされた日と当該地方等*児休業の

とされた日が異なるときは、そのいずれかの日))

の翌日(当該配者がこの号に掲げる場合又はこ

れに相当する場合に該当して地方等*児休業を

する場合にあっては、当該地等育児休業の問

の末日とされた日の翌日P 前の日)を*児休業の

イ

ヨの初日とする育児休業をしようとする場合

当該子について、当該非常勤職員が当該子の1

ヨの末日



.

.

到達日(当該非常勤職員がする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の1歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日)において育児休

業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が

当該子の1歳到達日(当該配偶者がする地方等育児

休業の期問の末日とされた日が当該子の1歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日)

において地方等育児休業をしている場合

現行

イ[略]

[新設]

歳到達日(当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業の期問の末日とされた日

改正案

が当該子の1歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日)において育児休業をしてい

る場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の

1歳到達日(当該配偶者が同号に掲げる場合又は

(育児休業法第2条第1項の条例で定める場合)

第2条の4 育児休業法第2条第1項の条例で定める場

合は、 1歳6箇月から2歳に達するまでの子を養育す

これに相当する場合に該当してする地方等育児

休業の期問の末日とされた日が当該子の1歳到

達日後である場合にあっては、当該末日とされた

日)において地方等育児休業をしている場合

ウ印制

工当該子について、当該非常勤職員が当該子の1

歳到達日(当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業の期冏の末日とされた日が

当該子の1歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた勵後の期問においてこの号に掲

げる場合に該当して育児休業をしたことがない場

るため、非常勤職が当該子の1歳6箇月到達日の翌

日(当該子の1歳6箇月到達日後の期間においてこの

条に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業

の 間の末日とする育児休業をしている常勤職員で

あって、当該任期が更新され、又は当該任の満了後

に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該

任の末日の翌日又は当該引き続き採用される日)を

育児休

場合であって、次の号に掲げる場合のいずれにも該

(育児休業法第2条第1項の条例で定める場合)

第2条の4 育児休業法第2条第1項の条例で定める場

合は、 1歳6筒月から2歳に達するまでの子を養育す

の

当するときとする。

[新設]

問の初日とする育児休業をしょうとする

る E告勤職員が、次の各号に掲げる場合のいずれにも

該当する場合(当該子についてこの条の規定に該当し

て育児休業を・している場合であって次条第7号に掲げ

る事情に該当するとき.は第2号及び第3号に掲げる場

合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場

合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合)とす

る。

( 1 ) 当該非常勤職員が当該子の1歳6箇月到達日

の翌日(当該非常勤職員の配昌者がこの条の規定

7

に該当し、又はこれに相当する場合に該当して地

合



現行

(D

( 2 )

[新設]

[略]

[略]

(育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定める期

問)

第2条の5 育児休法第2条第1項ただし書の条例で

定める間は

(再度の育児休業をすることができる特別の事情)

第3条育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定め

る特別の事情ば、次に掲げる事情とする。

( 1)~(4)[略1

等育児休をする場合にあつては、当該地方等

育児休業の間の末日とされた日の翌日以前の

改正案

日)を育児休業の間の初日とする育児休業をし

57日間とする

ようとする場合

( 2 )

( 5 )

( 3)

鵬〕

( 4 )

育児休業(この号の規に該当したことによ

り当該育児休業に係る子について既にしたものを

[略]

当該子について、当該非常勤職が当該子の

.

除く

1歳6箇月到達日後の

[削除]

(当該育児休業をした職が、当該*児休業の承

定に該当して育児休業をしたことがない場合

の終了後、 3月以上の

.

認の請求の際*児休業により当該子を育するた

めの計画について育児休業等計画により任命権

者に申し出た場合に限る。)。

( 6 )

(再度.の育児休業をすることができる特別の事情)

第3条.育児休業法第2条第1項ただし書の条例で定

める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

( 1)~(4)[略]

[削除1

(フ)

ヨにおいてこの条の規

[略]

[略]

その任期の末日を育児休業の期間の末日とす( 8 )

ヨを経過したこと

る育児休業をしている荘崖勤墜旦が、当該育児休

業に係る子について、当該任が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用される

ことに伴い、当該任の末日の翌日又は当該引き

続き採用される日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしょうとすること。

( 5 )

(田

[略]

[略]

(フ) 任をめて採用された職であって、当該

任期の末日を育児休業の期問の末日とする育児

休業をしているものが、当該任期宣更新され、又

は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用さ

れることに伴い、当該育児休業に係る子につい

て、当該更新前の任の末日の翌日又は当該採用

の日を育児休業の期間の初日とする育児休業を

しようとすること。



,

.

[新設]

現 1テ

(育児短時問勤務をすることができない職員)

第10条育児休業法第10条第1項の条例で定める職

員は、次に掲ける職員とする。

(D ~(2)[略]

'新盤L

(育児休業法第2条第1項第1号の条例で定める

問)

第3条の2

(育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して1年

を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情)

第11条育児休業法第10条第1項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

(D ~(5)印胡

(6)育児短時間勤務(この号の規定に該当したこ

とにより当該育児短時間勤務に係る子について既

にしたものを除く。)の終了後、 3月以上の期間

を経過したこと(当該育児短時間勤務をした職員

が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短

時聞勤務により当該子を養育するための計画につ

いて育児休業等計画書により任命権者に申し出た

改正案

定める問は57日問とする

(育児短時問勤務をすることができない職員)

第10条育児休業法第10条第1項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

(1)~(2)[略]

育児休業法第2条第1項第1号の条例で

( 3 ) 長崎市職員の定等に関する条例(昭和59

長崎市条例第37号)第9条第1項から第4項

までの規定により異動期間(これらの規定により

9

延長された期問を含む。)を延長された管理監督

職を占める幟員

(育児短時問勤務の終了の日の翌日から起算して1年

を経過しない場合に育児短時問勤務をすることができる

特別の事情)

第11条育児休業法第10条第]項ただし書の条例

で定める特別の事情は、次に掲げる事情とする。

(1)~(5)[略]

(6)育児短時間勤務(この号の規定に該当したこ

とにより当該育児短時間勤務に係る子について既

にしたものを除く。)の終了後、 3月以上の期問

を経過したこと(当該育児短時間勤務をした職員

が、当該育児短時間勤務の承認の請求の際育児短

時間勤務により当該子を養育するための計画につ

いて育児短時間勤務計画書により任命権者に申し

場合に限る。)。

(フ)[略]

(任期付短時問勤務職員についての給与条例の特例)

第20条任期付短時間勤務職員についての給与条例

の規定の適用については、次の表の左棚に掲げる同条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。

出た場合に限る。)。

(フ)印胡

(任期付短時問勤務職員についての給与条例の特例)

第20条任期付短時間勤務職員についての給与条例

の規定の適用については、次の表の左棡に掲げる同条

例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表

の右欄に掲げる字句とする。



第5条第1項

第5条第2項

及び第4項

現'行

第14条第1項

略

第14条第4項

略

第14条第5項

略

第18条第2項

略

略

略

略

(部分休業を請求することができない職員)

第21条育児休業法第19条第1項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

(1)[略]

(2)勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考

慮して市長が定める非常勤職員以外の非常勤

略

略

略

略

晝任翅雌旦

第5条第1項

略

第5条第2項

及び第4項

略

改正案

略

第14条第1項

任期付短時問勤

務職員

略

第14条第4項

略

第14条第5項

職員(地方公務員法第28条の5第1項に規定

する短時間勤務の職を占める職員(以下「再任

用短時胡劃務職員等」という。)を除く。)

魯

略

第18条第2項

(部分休業の承認)

第22条部分休業(育児休業法第19条第1項に規定

する部分休業を言う。以下同じ。)の承認は、勤務時

略

略

,

略

略

(部分休業を請求することができな'い職員)

第21条育児休業法第19条第1項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

(D [略]

(2)勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時問を考

略

略

略

間条例第5条第2項に規定する正規の勤務時問(非常

勤職員(再任用短時問勤務職等を除く。以下この条

略

定年前再任用短

略

壁間^

において同じ。)にあっては、当該非常勤職員につい

て定められた勤務時間)の始め又は終わりにおいて、

30分を単位として行うものとする。

[略]

略

略

10

2~3

任期付短時間勤

務職員

慮して市長が定める非常勤職員以外の非常勤

職員(地方公務員法箇2上金虫^頂に規定

する短時間勤務の職を占める職員(以下「定年

前短時間勤務職等」という。)を除く。)

(部分休業の承ミ勘

第22条部分休業(育児休業法第19条第1項に規定

する部分休業を言う。以下同じ。)の承認は、勤務時

間条例第5条第2項に規定する正規の勤務時間(非常

勤職員(定

この条において同じ。)にあっては、当該非常勤職員

について定められた勤務時問)の初め又は終わりにお

いて、 30分を単位として行うものとする。

[略]

.、一■▲

1」

2~3

任用短時間勤務職等を除く。以下


